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Erosion and Profit Shifting（税源浸食と利益移転、以下 BEPS）である。BEPS の存在を
許すことは、①税収の減少と税制に対する信頼低下、②税収の減少を受けた BEPS を利用
できない納税者に対する負担増、③BEPS の利用の有無による公平・公正な企業間競争へ





した法人税負担額の減少につき、法人税法 132 条 1 項同族会社の行為計算否認規定の適用
を巡って争われた IBM 事件(４)につき、平成 28 年 2 月 18 日に国の上告不受理が決定され
IBM 側の勝訴、国側の敗訴が確定した。IBM 事件は裁判においては主に経済的合理性の


















では 15 ある BEPS 行動計画(８)の内、IBM 事件において真に問題とするべきであった国際













として BEPS 事例を分析し、第 3 章以降の検証に繋げていく。 
第 3 章及び第 4 章では第 1 章と第 2 章を踏まえて IBM 事件の検証を行う。具体的には
第 3 章では IBM 事件の概要と判決の要旨を概観する。事件の概要を把握する事で、IBM
事件は日米間の税制の隙間を突くことにより、複数の税負担の軽減を実現している事実を
整理・確認する。一方、判決の要旨では主に経済的合理性の有無による法人税法 132 条 1
項の同族会社の行為計算否認規定の適用の可否が争点の中心となっており、IBM 事件が国
際的租税回避の観点からは問題とされていない事を確認する。その上で、第 4 章では IBM
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 我が国の法人税法は法人を納税義務者として規定している為、（法人税法 4 条 1 項・3
項）法人税の納税義務者(１２)は、本店所在地主義(１３)による内国法人については無制限納税
義務者として全世界所得課税が行われ（法人税法 4 条 1 項・5 条）、内国法人以外の法人で
ある外国法人については制限納税義務者として国内源泉所得課税が行われる（法人税法 4
条 3 項・9 条）。また、人格のない社団等については法人格を有さないものの、法人税法の
適用上法人とみなされる（法人税法 3 条）為、法人課税が適用される事業体に該当(１４)す
る。 
尚、平成 26 年度税制改正により、我が国において 1962 年以降採用されてきた国際課税
原則の総合主義から 2010 年改定後の OECD モデル租税条約新第 7 条の考え方
（Authorised OECD Approach、AOA）と整合性を合わせた帰属主義への見直しが行われ























（構成員課税） ‐ （組合等） ‐ 
（出所）岡村忠生『ベーシック税法[第 6 版]』有斐閣 2011 年、190 頁、及び山本守之『法
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人税の理論と実務平成 26 年度版』中央経済社、2014 年、11 頁、長谷部啓 『外国事業体
と国際課税を巡る問題‐各国租税法上の法人概念の相違に起因する諸問題を中心として‐』 













合同会社の 3 つの形態に分類される(１７)。 
 









名以上と有限責任社員 1 名以上から構成される会社形態(１９)である。 
 
③合同会社（同上） 





り、無限責任社員ではなく有限責任を負う社員 1 名以上により構成され、日本版 LLC と














年に 17000 件余りだった米国 LLC による申告数はチェック・ザ・ボックス規則が導入さ




















て、その分配の割合については組合契約又は民法 674 条によって決定される(２９)。 
 
(2) 構成員課税の対象となる事業体 
 事業体の構成員に対して直接課税が行われる事業体として次の 4 つの事業体を挙げるこ
とが出来る。 
 














民法上の組合の特例として有限責任事業組合契約に関する法律に基づいて平成 17 年 8
月 1 日より設立が可能となった事業体である。内部責任関係は合同会社と類似するが、合
同会社は法人課税の対象となり構成員課税が認められない為、経済産業省主導により構成
員課税が適用される事業体として誕生した(３０)。英国における LLP(Limited Liability 
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類型 会社及び組合の種類 法人格 課税方式 内部責任関係 
① 
合名会社 有り 法人課税 無限責任社員のみ 
民法上の組合（任意組合） 無し 構成員課税 無限責任組合員のみ 
② 
合資会社 有り 法人課税 無限責任社員及び有限責任社員 
商法上の匿名組合 無し 構成員課税 営業者と匿名組合員の双務契約 
投資事業有限責任組合 無し 構成員課税 無限責任組合員及び有限責任組合員 
③ 
合同会社（日本版 LLC） 有り 法人課税 有限責任社員のみ 
有限責任事業組合 
（日本版 LLP） 
無し 構成員課税 有限責任組合員のみ 
（出所）長谷部啓 『外国事業体と国際課税を巡る問題‐各国租税法上の法人概念の相違に











































































るわけではなかった。この取扱いの根拠は 1935 年の Morrissey 事件(４２)の判事事項を修
正した 1954年の Kintner 事件(４３)の判例を成文化し、1961 年 1 月 1 日に施行された旧財
務省通達に基づくものであった。この旧財務省通達は 1997 年 1 月 1 日にチェック・ザ・



















































































第 2 章 租税回避と BEPS の議論 
 
2-1  日本における節税・脱税・租税回避の定義と考え方 









































































2-3  OECD/G20 における議論（BEPS プロジェクト） 
2-3-1  BEPS概要 












従来から OECD や国連において討議がなされてきた(７０)。OECD は 1976 年 6 月に多国籍











このような背景の下、浅川雅嗣財務省財務官が議長を務める OECD 租税委員会は 2013
年に「Addressing Base Erosion and Profit Shifting（BEPS）」プロジェクトを立ち上げ、

















また、BEPS プロジェクトは次の 3 点において従来の OECD での議論と異なる画期的
なものとされている。すなわち、①二重課税の排除から二重非課税の排除に大きく重点を
移すものである事、②OECD 非加盟国の G20 メンバーも参画する枠組みである事、③プ
ロジェクトの推進は多大な政治的サポートを得ている事、の 3 点である。本論文で特に着
目したいのは①の二重課税の排除から二重非課税の排除へのシフトである。3・4 章で詳述
する IBM 事件は正にこの二重非課税の観点から BEPS として問題とされる事案である。 
 BEPS プロジェクトではその目的達成の為、15 の行動計画が取りまとめられているが、
15 ある行動計画の 1 つ 1 つの行動計画で BEPS に対処するわけではなく、BEPS プロジ
ェクトでは「包括的(holistic)アプローチをとることによって、効果的に BEPS に対応する





2-3-2  BEPS 行動計画 2 （ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の無効化） 


















 我が国においても BEPS 行動計画 2 を受けて平成 27 年度改正にて、外国子会社損金算







では、実際に BEPS プロジェクトは従来から OECD 等で議論されてきた国際的租税回
避防止の枠組みに比してどの程度有効であるのか、識者は次のような見解を示している。
吉村政穂教授は「各国が合意した行動を適切に実施するかという懸念はあるものの、仮に
BEPS 行動が OECD および G20 において広く実施されたならば、現在知られている（濫
用的）租税回避スキームの利用は大きく後退するだろう(７８)。」と述べられている。中里実










2-3-3  BEPS 事例分析（ダブル・アイリッシュ・ダッチ・サンドウィッチ） 
 ハイブリッド・ミスマッチを用いた BEPS の代表例として、Apple 社や Google 社をは
じめとする米国の多国籍 IT 企業や医薬企業大手が用いてきたスキームであるダブル・ア


























































有斐閣、2014 年、12 頁及び 21 世紀政策研究所経団連経済基盤本部『BEPS Q&A 新しい


































⑤ チェック・ザ・ボックス規則による ハイブリッド・エンティティ利用スキーム 
「ダブル・アイリッシュ・ダッチ・サンドウィッチ」を用いても、本来であれば事業実
態のない子会社 A の所得は米国の CFC 税制の対象となる為、米国本社の所得と合算課税
される為、子会社 A の税負担ゼロは実現できない筈である。そこで、事業実体の有る子会
社 B をチェック・ザ・ボックス規則によりペーパーカンパニーである子会社 A の支店とす





















第 3 章 IBM 事件の概要 
3-1  事件の概要(８６) 
 
【図２】米国 IBM による日本における組織再編前の組織図 
 
 










































（出所）岡村忠生『BEPS と行為計算否認（1）』税研 No.180、72 頁、2015 年、田島秀則
『日本 IBM 事件における資本の部の取扱いと行為計算否認‐課税減免規定の積極的利用
による租税回避行為事例として‐』税務事例 Vol.47 No.2、2 頁、2015 年、朝長英樹『検
証・IBM 裁判〔第 1 回〕』T&A master No.554、5 頁、2014 年を参考に筆者作成 
以下、図５及び図７についても同じ 
 
 原告を中心とした IBM グループの日本における組織再編以前は、米国法人 IBM 社は連
結完全子会社に米国法人 WT 社を持ち、WT 社は海外子会社の持株会社として内国法人で
ある日本 IBM 社を完全支配していた。原告であり内国法人に該当する有限会社 IBMAP
ホールディング社の設立当初の商号は有限会社トーマツプランニングであり、平成 11 年 4
月 1 日にデロイト社が資本総額 300 万円の払込をして成立したが、設立当初は休眠会社で
あった。米国 IBM 社は日本に中間持株会社を設けて日本 IBM 社をその子会社とする組織





る選択により WT 社と課税上同一（支店）扱いとされた。 
 平成 14 年 4 月 3 日に原告は WT 社を引受人として 1 億 3320 万円の資本金の増加及び
1330 億 6680 万円の資本準備金の積み立てを行った（以下、「本件増資」）。尚、同月 23 日
にも WT 社を引受人として全く同額の増資、すなわち 1 億 3320 万円の資本金の増加及び
1330 億 6680 万円の資本準備金の積み立てを行っている(８７)。 
平成 14 年 4 月 22 日、原告は WT 社から日本 IBM 社を中心とする全 4 社の発行済株式
の全て（153 万 3470 株）を代金 1 兆 9500 億円（1 株当たり 127 万 1625 円）で購入した
（以下、「本件株式購入」）。対価の内、1317 億 8000 万円については WT 社からの増資に
より得た資金により支払い、残額である 1 兆 8182 億 2000 万円については準消費貸借(８８)
とした（以下、「本件融資」）。 
尚、本来はこの時点で WT 社には株式譲渡益が生じるが、原告はチェック・ザ・ボック
ス規則により WT 社の一部とされていた。よって、WT 社と原告の取引は内部取引の為、
米国において株式譲渡益は発生せず非課税取引とされた(８９)。 次に原告は WT 社から取
24 
 
得した日本 IBM 株式の同社への譲渡（日本 IBM 社にとっては自己株式の取得）を平成 14
年 12 月、平成 15 年 12 月、平成 17 年 12 月に 3 回にわたり、計 33 万 8036 株を WT 社






よる源泉徴収所得税は原告において全額還付とされる（法人税法 68 条 1 項）。 
 この株式譲渡取引によって、原告においては 1 株当たりの株式簿価と売却単価が同じで
ある為会計上の損益は発生しないが、日本 IBM 社側からすると自己株式の取得に該当（法
人税法 24 条 1 項 4 号）する。従って税務上は取得自己株式に対応する資本金等の額を超
える部分についてはみなし配当として益金不算入とされる（法人税法 23 条 1 項）一方、
株式譲渡損益の計算上、みなし配当の金額は株式の譲渡対価からは除かれる（法人税法 61




【表３】原告による日本 IBM 社への株式譲渡の状況                             
譲渡日付 譲渡数量 
 
譲渡単価 譲渡総額 譲渡損失額 
（みなし配当額） 
平成 14 年
12 月 20 日 
16 万 7497 株 127 万 1625 円(９２) 2129 億 9344 万
2000 円 
1981 億 9782 万
9185 円 
平成 15 年 
12 月 22 日 
1 万 8008 株 127 万 1625 円 228 億 9942 万
3000 円 
213 億 1467 万 
9431 円 
平成 17 年
12 月 28 日 
15 万 2531 株 127 万 1625 円 1939 億 6223 万
2875 円 
1800 億 7513 万 
754 円 
計 33 万 8036 株 ― 4298 億 5509 万
7875 円 






（現金預金） 4298 億 5509 万 7875 円  （日本 IBM 株式）4298 億 5509 万 7875 円 
（譲渡損失） 3995 億 8763 万 9370 円  （みなし配当）3995 億 8763 万 9370 円 
 
         損金算入                益金不算入 
（出所）東京地判 2014 年 5 月 9 日 税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）別紙
4 前提となる事実関係 49 頁-51 頁、別紙 11 日本 IBM 社による配当・自己株式取得の状





の額も大きくなる。日本 IBM 社の資本構成の内、資本金等の額は僅か 7%程度に過ぎず、
残りの約 93%部分が留保利益部分に相当していた。みなし配当については益金不算入とさ
れる為、この取引により原告には譲渡総額約 4298 億円のおよそ 93%部分に相当する約




原告は平成 19 年 6 月 20 日に原告を連結親法人とする連結納税の承認申請を行い、平成
20 年 1 月 1 日にみなし承認（法人税法 4 条の 3 第 4 項）を得て平成 20 年 12 月連結期分
から連結納税を開始した。原告は平成 21 年 4 月 28 日に繰越欠損金を損金に算入せずに当
初は連結確定申告を行ったが、同年 5 月 15 日に国（被告）から損金に算入する更正処分
を受けた。ところが、平成 22 年 2 月 19 日に処分行政庁は法人税法 132 条 1 項の規定の
適用により譲渡損失額を各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入することを否






3-2  判決の要旨 
 
3-2-1  第一審(９３) 
(1)争点 




税務署長に与えているものと解するのが相当である」（最二小判 1978 年 4 月 21 日訟月 24
巻 8 号 1694 頁）という過去の最高裁判例に基づき、本事件については原告の日本 IBM 社
への株式譲渡に伴い発生した株式譲渡損失額を原告の各事業年度の所得の金額の計算上、
損金の額に算入し欠損金を発生させ、その欠損金を連結納税に利用することにより連結法
人税額を減少させた行為が法人税法 132 条 1 項にいう「不当」なものと評価できるか否か
が争われた。 
































ない。」 (ⅱ)「米国 IBM が、税負担の軽減を目的として意図的に有価証券の譲渡に係る
譲渡損失額を生じさせるような事業目的のない行為（本件一連の行為）をしたとまでは認
め難いというべきである。」 (ⅲ)「米国 IBM が、日本再編プロジェクトの実行を承認し
た当時において、・・・略・・・譲渡損失額を連結所得の金額の計算上損金の額に算入する

















少が法人税法 132 条 1 項にいう「不当」なものと評価できるか否かについてである。国側
は法人税法 132 条 1 項について次のように解釈を示した。 

































































 以上、1 審・2 審共に IBM 側の勝訴という結果であるが、判決文を読み解くと IBM 事
件がハイブリッド・ミスマッチを利用した国際的租税回避行為に該当するという観点から
の判断は下されていない事が分かる。 
第 4 章 国際的租税回避問題としての IBM 事件の分析と検証 
 
約 3995 億円もの株式譲渡損失の発生に伴い生じた欠損金による連結法人税額の減少に
つき、法人税法 132 条 1 項の適用の可否を巡って争われた IBM 事件は平成 28 年 2 月 18
日に国の上告不受理が決定され、IBM 側の勝訴、国側の敗訴が確定した。この事件は第 3




を発生させずに米国 WT 社から原告に時価で日本 IBM 株式の譲渡が可能となる。この時
価譲渡の実現により、帳簿価額かさ上げのメカニズムを利用した莫大な帳簿上の株式譲渡
損失、すなわち「非経済的な損失」を生み出す事が可能となる。つまり、着目すべき最大
の問題点は IBM 事件で裁判上争点となった法人税法 132 条 1 項の適用のための経済的合
理性についての解釈ではなく、日米での法人該当性の違いという国際間の課税取扱いの非
対称性に起因する租税回避(９５)であり、この根本的な構造を解消しないで法人税法 132 条
1 項の適用要件云々について議論をしても、今後も非対称を利用した第 2、第 3 の IBM 事
件が発生してしまう恐れもあり本質的な解決には繋がらない。本事件は法人税法 132 条 1
項の適用の是非という議論に留まるべきものではなく、本事件で積極的に議論されるべき
点は現在 OECD/G20 で広く議論されている国際的な租税回避防止の観点からである。 
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4-1  チェック・ザ・ボックス規則と IBM 事件の関係について 
IBM 事件では、原告による日本 IBM 株式の譲渡につき、みなし配当発生事由に伴い、
みなし配当と同額の株式譲渡損失額が原告の所得の金額の計算上、損金の額に算入されて
欠損金が発生した。この欠損金を利用したグループ全体としての法人税負担額の減少につ
き、法人税法 132 条 1 項にいう不当なものと評価することができないと判示され、課税更
正処分が取り消された。ここでの裁判上の焦点は IBM グループの組織再編後の株式譲渡
損失について法人税法 132 条 1 項が適用されるか否かであるが、再編に伴う本件取引が行
われる事となった前提に目を向けてみたい。 
原告につき、米国でチェック・ザ・ボックス規則により構成員課税を選択する事により、































4-2  BEPS の観点からの判決の妥当性 
4-2-1 株式譲渡損失による欠損金の観点 
 BEPS の指す二重非課税には、どちらの国からも課税されない場合に加えて、ひとつの
費用がふたつの所得を打ち消す場合 DD(Double Deduction, 二重控除)と、ある支出が支
払国において控除されるのに、受取国では収益に算入されない場合 D/NI(Deduction/No 






とするのは単純に 1 つの費用を 2 つの国で計上する事ではない。BEPS が問題とするのは、
「ある費用が対応する所得を打ち消し終わった後、つまり、純損失となった後、複数の国
でさらに別々の所得を打ち消すこと(１０３)」である。損失の発生それ自体ではなく、その損
失を利用して別の所得を打ち消してこそ、はじめて BEPS として問題となるのである。 
では、IBM 事件は具体的には BEPS の観点からどの点が問題であると指摘できるので
あろうか。原告は株式譲渡に伴い発生した約 3995 億円を損失計上し、所得の金額の計算
上、損金の額に算入したが、この事実だけでは BEPS としては問題とならない。この約
3995 億円の損失を利用して他の別の所得を打ち消して初めて BEPS の観点からは問題と
なるからである。原告はペーパーカンパニーであり所得は殆ど存在しない赤字法人であっ
たが、原告の 100%子会社である日本 IBM 社は多額の利益積立金を有し、かつ、多額の所




















































IBM 事件は BEPS の指す二重非課税の D/NI に該当すると述べられると共に、「日本は、
本件で BEPS による課税権侵害を受けたことを自覚すべき(１０６)」と本事件が BEPS とし
て問題である事を明確に指摘されており、その指摘は正に正鵠を射ている。岡村教授の指
摘に加えて筆者は更に、原告が準消費貸借の返済に伴い支払った支払利息についても、









税制（措置法 66 の 5 の 2①）が創設されたが、IBM 事件当時には存在しなかったために
適用は考えないものとする。） 
原告は WT 社から日本 IBM 株を購入する際、1 兆 9500 億円の代金につき、「1317 億
8000 万円は現金で支払い、残額の 1 兆 8182 億 2000 万の代金支払債務については、WT
社と原告との間で消費貸借の目的とする（本件融資）(１０７)」としており、代金の殆どを国
外支配株主等(１０８)である WT 社からの借入により都合したことが分かる。更に事実関係を
みると、「原告は、WT 社に対し、本件融資に係る利息を毎年 12 月 20 日に支払う・・・
略・・・平成 14 年 4 月 22 日から平成 17 年 12 月 20 日までの期間の利率は、年０．６３
４４パーセントとする。(１０９)」とされており、本件融資については利息が発生していた事
が分かる。支払利息が発生するのであれば、本件融資は国外支配株主等に係る負債の利子








【表４】米国 WT 社からの増資による原告の自己資本の額の推移                            
日付 摘要 金額 自己資本の額（＝国外支
配株主等の資本持分） 
平成 11 年 
4 月 1 日 
設立時資本金 300 万円 300 万円 
平成 14 年 
4 月 3 日 
資本金の増加 1 億 3320 万円 1 億 3620 万円 
資本準備金の増加 1330 億 6680 万円 1332 億 300 万円 
平成 14 年 
4 月 23 日 
資本金の増加 1 億 3320 万円 1333 億 3620 万円 
資本準備金の増加 1330 億 6680 万円 2664 億 300 万円 
（出所） 税務訴訟資料 第264号－88号（順号12469）39、48頁及び判例タイムズNo.1415
号 198 頁、205 頁を基に筆者作成 
 
 最終的な原告の自己資本の額（=国外支配株主等の資本持分）は2664億3百万円であり、
この金額の 3 倍（7992 億 9 百万円）を超える部分に対応する支払利息の額が措置法 66 条









































本 IBM 社の所得から控除されている（Deduction）。よって、D/NI に該当し BEPS で問
題とされる二重非課税の類型に該当する為、過少資本税制の対象とはならない自己資本の



































額につき、概算金額を算定すると、自己資本の額 2664 億 3 百万円の 3 倍である 7992 億 9
百万円に年利率 0.6344%を乗じた約 50 億円規模(１１２)となる。つまり、支払利息と過少資
本税制との関係の観点から BEPS の二重非課税として問題とされる金額は約 50 億円規模
に上る蓋然性が高いと推定する事が出来、みなし配当との両建てによる株式譲渡損失額で
ある約 3995 億円という未曽有の巨額に比べれば少額であるものの、国税庁が実地調査に
より把握した法人税 1 件当たりの申告漏れ所得金額（平成 26 事務年度 1 件当たり 866 万
円(１１３)）や査察調査により把握した 1 件当たりの脱税額（平成 27 年度 1 件当たり 9700
万円(１１４)）に比べれば非常に大きな金額である。また、金額の多寡に関わらず、IBM 事








第 5 章  国際的租税回避問題への我が国における対応について 












当と株式譲渡損失の両建て計上は平成 22 年度税制改正（法人税法 61 の 2 第 16 項）にて
既に対応が行われており、さらに 2-3-2  BEPS 行動計画 2 （ハイブリッド・ミスマッチ
取極めの効果の無効化）で触れた様に BEPS 行動計画 2 を受けて平成 27 年度改正にて、
外国子会社損金算入配当についても我が国において配当免除を否認する措置、すなわち二








いては世界各国における BEPS 対応の弾みにも資する事になると考えられる。 
 





人税法 132 条 1 項の関係が争点となり、IBM 側の勝訴、国側の敗訴が確定した。然しな






おける検証により、既に IBM 事件が複数の BEPS の観点から問題である事が明らかとな









































































































論文においては岡村教授らが指摘する約 3995 億円の株式譲渡損失の視点に加え、約 50 億






BEPS プロジェクトの中心的役割を担う OECD 租税委員会であるが、日本人として初め
て浅川財務省財務官が議長を務めている。日本が OECD の中でもリーダーシップを発揮し


















                                                   
(１) 浅川雅嗣『BEPS プロジェクトの軌跡と展望』国際税務 Vol36 No.1 2016 年、26-27
頁に BEPS プロジェクトの道のりについての解説がされている。尚、浅川財務省財務官は
2011 年 6 月から日本人として初めて OECD 租税委員会議長を務め BEPS プロジェクトに
おいて中心的な役割を担っている。 
(２) 小松芳明『国際租税法講義［増補版］』、税務経理協会、1999 年、38 頁「多国籍企業に
よる国際的な租税回避問題は OECD および国連においても活発に討議されてきており、特
に OECD は、1976 年 6 月に『多国籍企業の行動指針』を、1977 年 9 月には『租税回避
および脱税の防止のための法令上または行政上の措置を強化し、かつこれらの措置に関す
る各国の経験を交換すること』等を理事会勧告として採択して、本問題に関する加盟国の
協力の強化を訴えている。」すなわち BEPS プロジェクトよりも遥かに以前から OECD 内
では多国籍企業の国際的租税回避行為が問題視され、対策が取られてきた事が分かる。 
(３) 浅川・前掲注(1)、30 頁 
(４) 東京地判 2014 年 5 月 9 日 税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）、判例タイ
ムズ No.1415 、186 頁  東京高判 2015 年 3 月 25 日判例時報 2267 号 24 頁、訟務月
報 61 巻 11 号 1995 頁 最一小決 2016 年 2 月 18 日判例集未登載 
(５) G20 財務大臣・中央銀行総裁会議声明 2013 年 7 月 19 日、20 日 於モスクワ 






重要である。」第 24 回 税制調査会（2015 年 10 月 23 日）[総 24-1] 財務省説明資料   
BEPS プロジェクトについて(詳細)1/4  7 頁 
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen
24kai5.pdf 













(８) OECD, Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting 2013 において次の 15 項目の
BEPS 行動計画がとりまとめられている。行動 1：電子経済の課税上の課題への対処、行
動 2：ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の無効化、行動 3：外国子会社合算税制の
強化、行動 4：利子控除制限、行動 5：有害税制への対抗、行動 6：租税条約の濫用防止、
行動 7：恒久的施設(PE)認定の人為的回避の防止、行動 8-10：移転価格税制と価値創造の
一致、行動 11：BEPS の規模・経済的効果の分析方法の策定、行動 12：義務的開示制度、
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行動 13：多国籍企業の企業情報の文書化、行動 14：相互協議の効果的実施、行動 15：多
数国間協定の策定 「BEPS 行動計画の 15 の行動は、①価値創造の場での課税という観点
からの国際課税原則の再構築、②各国政府・グローバル企業の活動に関する透明性向上、
③企業の不確実性の排除と予見可能性の確保、の 3 つの柱に分類することができる。」①
については行動 1 から 10、②については行動 11 から 13、③については行動 14,15 が該当




松井秀征『会社法第 2 版』有斐閣 2011 年、424 頁 
(１０) 人格のない社団等は法人格を有さないが法人税が課税され、特定目的会社等は法人格
を有するが、ペイ・スルー型法人として配当可能利益の 90%超を配当した場合の支払配当


















いる。（最判昭和 39 年 10 月 15 日民集 18 巻 8 号 1671 頁） 
(１５) 恒久的施設(Permanent Establishment : PE)がある場合は、PE に帰せられるべき所






新 7 条の解説については、川田剛・徳永匡子『OECD モデル租税条約コメンタリー逐条解
説』税務研究会出版局、2015 年、163 頁以降に詳述されている。 
(１６) 納税義務の有無の他にも、公益法人等と協同組合等には軽減税率が適用され、普通法
人に比べると課税上優遇措置が取られている。 
(１７) 神田秀樹『会社法第十六版』弘文堂 2014 年、7 頁 
(１８) 同上 9 頁 
(１９) 同上 10 頁 
(２０) 同上 308 頁 
(２１) 葭田英人『合同会社の法制度と税制第二版』税務経理協会、2015 年、5 頁 
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(２２) 伊藤靖史・大杉謙一・田中亘・松井秀征・前掲注(9)、425 頁 
(２３) 国税庁長官官房企画課 会社標本調査平成 26 年度、2016 年、14 頁 
https://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/kaishahyohon2014/pdf/h26.pdf 
(２４) IRS『Number of Returns, Total Receipts, Business Receipts, Net Income (less 
deficit), Net Income, and Deficit by Form of Business Tax Years 1980-2012』 
https://www.irs.gov/pub/irs-soi/12otidb1.xls 





どが挙げられる。蒔田・前掲注(21)、7 頁  これらの企業のように親会社の知名度が高い
場合の子会社の設立にあたっての活用だけではなく、新たな起業家に積極的に活用される
仕組みづくりが出来るかどうかが今後の課題であろう。 
(２７) 高橋祐介『アメリカ・パートナーシップ所得課税の構造と問題』清文社 2008 年、12
頁及び岡村・前掲注(14)、198 頁  尚、具体的には所得税基本通達 36・37 共－19 にお
いて「任意組合等の組合員の組合事業に係る利益等の帰属」、36・37 共－19 の 2 において
「任意組合等の組合員の組合事業に係る利益等の帰属の時期」、36・37 共－20 において「任
意組合等の組合員の組合事業に係る利益等の額の計算等」、36・37 共－21 において「匿名
組合契約による組合員の所得」、36・37 共－21 の 2 において「匿名組合契約による営業者
の所得」について定められている。 
(２８) 長谷部啓『外国事業体と国際課税を巡る問題‐各国租税法上の法人概念の相違に起因
する諸問題を中心として‐』税大論叢 59 号、2008 年、167 頁及び岡村・前掲注(14)、188、
193 頁を基に筆者整理。 
(２９) 高橋・前掲注(27)、13 頁 
 なお、民法 674 条により損益の配賦割合は自由に定める事が出来、その定めがなされて
いない場合は出資の価額に応じて配賦割合が決まる事となる。 
(３０) 葭田・前掲注(21)、8 頁 
(３１) IRS・前掲注(24) 






研究会、2013 年、244 頁 
(３３) 借用概念、固有概念についての整理は、金子・前掲注(6)、118 頁 






(３５) 木棚照一・松岡博・渡辺惺之『国際私法概論［第 3 版］』有斐閣、1998 年、109-110





                                                                                                                                                     
拠した法であり、この法が法人の従属法である、とする。」 
(３６) 長谷部啓『外国事業体と国際課税を巡る問題‐各国租税法上の法人概念の相違に起因
する諸問題を中心として‐』税大論叢 59 号、2008 年、187 頁 
(３７) 国税庁質疑応答事例『米国 LLC に係る税務上の取扱い』 
https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/shitsugi/hojin/31/03.htm 
(３８) 日本公認会計士協会『外国事業体課税のあり方について』租税調査会研究報告第6号、
2002 年、10 頁 
(３９) 外国の多様な事業体の法人課税上の取り扱いにつき、平成 12 年中期答申でも議論さ









税務経理協会、2006 年 U.S.タックス研究会『米国法人税法の調べ方 154 連邦税法上、
どのような基準に基づいて事業組織（business entity）の課税上の扱いが決められるのか
‐チェック・ザ・ボックス規則(1)』国際商事法務 27 巻 3 号、1999 年、平野嘉秋『米国内
国歳入法上の企業分類における新規則‐チェック・ザ・ボックス規則（上）』、国際税務 17




(４２) Morrissey v. Commissioner, 296U.S.344 , (1935) 
(４３) Kintner v. United States, 524F. 2d 418 (9 th Cir. 1954) 
(４４) Reg. §301. 7701  (1996) 
(４５) U.S.タックス研究会『米国法人税法の調べ方 154 連邦税法上、どのような基準に基づ
いて事業組織（business entity）の課税上の扱いが決められるのか‐チェック・ザ・ボッ
クス規則(1)』国際商事法務 27 巻 3 号、1999 年、332 頁 








国法人税法の調べ方 154 連邦税法上、どのような基準に基づいて事業組織（business 
entity）の課税上の扱いが決められるのか‐チェック・ザ・ボックス規則(1)』国際商事法
務 27 巻 3 号、1999 年、平野嘉秋『米国内国歳入法上の企業分類における新規則‐チェッ
ク・ザ・ボックス規則（上）』、国際税務 17 巻 11 号、1997 年 
(４９) 森信茂樹『新たな事業体と組合税制』財務省財務総合政策研究所、フィナンシャル・
レビュー69 号、2003 年、129 頁 




                                                                                                                                                     







入門』、有斐閣、2014 年、316 頁 
(５４) 各学者による租税回避の定義については、八ツ尾順一『［五訂版］租税回避の事例研
究～具体的事例から否認の限界を考える』清文社、2011 年、7 頁にまとめられている。 
(５５) 清永敬次『税法［新装版］』ミネルヴァ書房、2013 年、44 頁 
(５６) 今村隆『租税回避と濫用法理』大蔵財務協会、2015 年、2 頁 
(５７) 同上 3 頁、他に、森信茂樹『BEPS と租税回避への対応‐一般的否認規定（GAAR）
の整備を‐』財務省財務総合政策研究所、フィナンシャル・レビュー126 号、2016 年、6
頁及び酒井克彦『我が国における租税回避否認の議論』財務省財務総合政策研究所、フィ
ナンシャル・レビュー126 号、2016 年、142 頁 
(５８) 金子・前掲注(6)、125-126 頁 
(５９) 同上 129 頁 


















(６２) 岡村・前掲注(14)、53 頁 
(６３) GAAR は 1900 年にニュージーランドで初めて導入された後、G7 では 1941 年にフラ
ンス（租税手続法第 64 条）、1977 年にドイツ（租税通則法：AO 第 42 条）、1988 年にカ
ナダ（所得税法第 245 条）、1997 年にイタリア（大統領命令 n.603/3 の第 37 条）、2010
年に米国（内国歳入法典第 7701 条）、そして 2013 年に英国（2013 年財政法第 5 款第 206
条-215 条）で導入されている他、オーストラリア・トルコ・ブラジル・韓国・南アフリカ・
中国・インドネシア・インドと G20 の多くの諸国でも導入されている。 






                                                                                                                                                     
のような一般的否認規定の適用基準が曖昧ではっきりしていなければ、結局は、投資先と
しての魅力を失い、企業そのものが海外へ移転して、わが国の空洞化が進むことになりか
ねない。広範な一般的否認規定の導入に関しては、法人税法 132 条の 2 について考察して
きたことと同様に、いかにして納税者の予測可能性を確保するかということが最も重要な
課題と言えるだろう。」岡村忠生編著・渡辺徹也『清永敬次先生謝恩論文集 租税回避研究
の展開と課題』ミネルヴァ書房、2015 年、151 頁などがある。 
(６５) 酒井・前掲注(57)、142-143 頁 東京地判平成 10 年 5 月 13 日、東京高裁平成 11 年





(６６) 同上 142-143 頁 「岩瀬事件は①交換か売買かという私法上の選択可能性を利用し、
②売買契約を締結することで、交換契約の場合の課税要件の充足を免れている事案であり、
講学上の租税回避の定義がそのまま当てはまる事例であるといえよう。」 
(６７) 森信・前掲注(57)、6 頁 
(６８) 第 24 回 税制調査会（2015 年 10 月 23 日）資料 [総 24-1] 財務省説明資料 
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/27zen24kai.html 
(６９) 浅川雅嗣『税制調査会資料[国際課税関係] 2013 年 10 月 8 日 総 3-1』5 頁 
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/10/08/25zen
3kai2_1.pdf 
(７０) 小松・前掲注(2)、38 頁 
(７１) 財務省『新たな国際課税ルールを策定-BEPS プロジェクトの取組と概要』ファイナ
ンス 2015 年 11 月号、7 頁  
(７２) BEPS 行動計画 (Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting), 
http://www.oecd.org/tax/action-plan-on-base-erosion-and-profit-shifting-978926420271
9-en.htm 
(７３) BEPS 最終報告書 (NEUTRALISING THE EFFECTS OF HYBRID MISMATCH 
ARRANGEMENTS Final report 2015), 
http://www.oecd.org/tax/neutralising-the-effects-of-hybrid-mismatch-arrangements-act
ion-2-2015-final-report-9789264241138-en.htm 
(７４) 森信・前掲注(57)、6 頁 
(７５) 財務省・前掲注(71)、9 頁  
(７６) 21 世紀政策研究所経団連経済基盤本部『BEPSQ&A 新しい国際課税の潮流と企業に





(７８) 吉村政穂『BEPS とは何か』ジュリスト 1483 号、2015 年、24 頁 
(７９) 中里実『BEPS プロジェクトはどこまで実現されるか』ジュリスト 1483 号、2015
年、30 頁 
(８０) 中里実・太田洋・弘中聡浩・伊藤剛志『クロスボーダー取引課税のフロンティア』有
斐閣、2014 年、11 頁 「主として米国の多国籍企業によって用いられている節税スキーム
であり、1980 年代後半に Apple によって開発されたといわれている。」なお、このスキー
ムを利用している企業として、次のような米大手多国籍企業が例として挙げられている。
「Apple, Google, Microsoft, Facebook, Twitter, LinkedIn, PayPal, VMware などの米国
49 
 
                                                                                                                                                     
の IT 企業大手や Forest Laboratories などの米国の医薬品企業大手である」 
(８１) 同上 19 頁 例えば、Google 社は 2011 年に全世界で年間約 20 億ドルの課税を免れ、
海外利益の法人実効税率はわずか 3.2%と大変低いものとなっている。また、Apple 社は
2012 年だけでも約 90 億ドルもの課税を免れたとされている。 





(８４) 21 世紀政策研究所経団連経済基盤本部・前掲注(76)、80 頁 
(８５) 日本経済新聞 2014 年 10 月 15 日付『アイルランド、多国籍企業の税制優遇廃止』 
(８６) 東京地判 2014 年 5 月 9 日 税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）及び判例
タイムズ No.1415 号記載の別紙 4「前提となる事実関係」を基に記述 
(８７) 2 度の増資により、原告の資本金等の額は 2,664 億 3 百万円まで増えている。尚、こ
の金額は後述する IBM 事件における支払利息と過少資本税制との関係で重要となる。 




と記述されている。東京地判 2014年 5月 9日 税務訴訟資料 第 264号－88（順号 12469）
49 頁 但し、本件融資の定義内容では「本件株式購入係る代金の一部（1 兆 8182 億 2000
万円）を消費貸借の目的とする WT 社との間の平成 14 年 4 月 22 日付けの準消費貸借契約
に基づき、原告が WT 社から受けた融資」とされており、準消費貸借と記述されている。
同 25 頁  また、IBM 事件の学者による解説でも準消費貸借と記述されている。岡村忠
生『BEPS と行為計算否認（1）』税研 No.180、2015 年 本論文でも消費貸借ではなく、
準消費貸借と記述する。 
(８９) 米国での非課税に加えて、更に岡村教授は 2003 年改正前日米租税条約 8 条 1 項によ
り日本における株式譲渡益に対する課税も排除され、結果として二重非課税となった旨を






号、2016 年、49 頁  
(９１) 尚、平成 22 年度改正により 100%グループ内法人間でのみなし配当発生時には、譲
渡損益は計上しないこととされた為、現在はこの節税スキームは利用できなくなっている。
（法人税法 61 条の 2 第 16 号） 
(９２) 全 3 回の譲渡の内、最初の平成 14 年 12 月 20 日の譲渡のみ、譲渡単価が正確には 127
万 1625 円 41 銭と端数になっている。これは日本 IBM 社が簿価純資産価額ではなく、時
価純資産価額を基礎として取得自己株式の株式数を算出しなおし、取得自己株式数を 69
万 7000 株から 16 万 7497 株に修正をした事による。東京地判 2014 年 5 月 9 日 税務訴訟
資料 第 264 号－88 号（順号 12469）50 頁 
(９３) 同上及び判例タイムズ No.1415、186 頁 
(９４) 東京高判 2015 年 3 月 25 日判例時報 2267 号 24 頁、訟務月報 61 巻 11 号 1995 頁 









証 IBM 裁判〔第 1 回〕』T&A master No.554、2014 年、 8-9 頁 
(９６) 朝長氏は「日本 IBM の株式の譲渡益に対して課税が行われるということであれば、
極めて巨額な税負担が生ずるわけですから、これに課税が行われない特例がアメリカにあ
ったことにより、『帳簿価額かさ上げのメカニズムを利用した課税を回避するスキーム』を
創り出すことが可能となった」と述べられている。朝長英樹『検証 IBM 裁判〔第 3 回〕』
T&A master No.558、2014 年、11 頁  岡村教授も「もし、これが米国税法上、株式譲渡
と扱われれば、WT 社における日本 IBM 株の簿価は低かったので、WT には巨額の株式譲
渡益が生じたはず」と述べられている。岡村忠生『BEPS と行為計算否認(1)』税研 No.180、
2015 年、73 頁  つまり大前提としてチェック・ザ・ボックス規則により WT 社と原告が








る。中里実『タックス・シェルター』有斐閣、2002 年、173、174 頁   
また、これを受けて朝長氏は、IBM 事件はみなし配当と譲渡損が両建てで計上されるの
で、確実に損失を計上する事ができるので、より明確な「帳簿価額のかさ上げによる課税
逃れ」であると指摘している。 朝長英樹 『検証・IBM 裁判〔第 3 回〕』 T&A master No.558、









税研 No.180、72 頁、2015 年 





用した二重連結損失防止については 2007 年に対策済である。岡村・前掲注(98)、72 頁 
(１０３) 岡村・前掲注(99)、70 頁 
(１０４) 平成 14 年から平成 17 年にかけて毎年約 800 億から 1,000 億円の当期純利益を計上
している。税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）、別紙 9 、215 頁 
(１０５) 岡村・前掲注(98)、70 頁 
(１０６) 同上 70 頁 
(１０７) 東京地判 2014 年 5 月 9 日  税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）、49 頁 
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(１０８) 外国法人である WT 社は内国法人である原告の 100%支配親会社であり、原告の発
行済株式等の 50%以上を直接保有するため、国外支配株主等に該当する。（租税特別措置
法第 66 条の 5 第 4 項一、租税特別措置法施行令第 39 条の 13 第 11 項） 
(１０９) 東京地判 2014 年 5 月 9 日  税務訴訟資料 第 264 号－88 号（順号 12469）、49 頁 
(１１０) 原告は国外支配株主等である WT 社に負債利子等を支払う内国法人であり、借入残
額の 1 兆 8182 億 2000 万が原告の資本持分である 2,664 億 3 百万円の 3 倍を超えるため
過少資本税制の対象になると判断する事ができる。 
(１１１) 原告は平成 17 年 12 月期の申告において、国外支配株主等に係る負債の利子の損金
不算入（いわゆる過少資本税制、措置法 66 条の 5）の額として 3 億 4261 万 8884 円の更
正処分を受けている事から、本件融資については措置法 66 条の 5 が適用され、かつ、申
告を行っていた事実が分かる。（納税者、課税庁共に本件融資について過少資本税制が適用
される事についての認識を持っていた。）東京地判 2014 年 5 月 9 日  税務訴訟資料 第





は毎年約 50 億円規模の損金不算入とするべきである金額が生じる事となる。 
(１１３) 国税庁、『国税庁レポート 2016 年度版』、25 頁、
https://www.nta.go.jp/kohyo/katsudou/report/2016.pdf 







外国主体にはチェック・ザ・ボックス規則の適用を認めない提案を 2009 年 5 月に行った




との乖離を利用した節税策をいう。尚、2017 年度税制改正大綱にて 2018 年以降に引き渡
される新築高層マンションについて、高層階の固定資産税を引き上げる事が盛り込まれ、
立法対応がなされる見込みである。 
(１１８) 財産評価基本通達総則第 6 項「この通達の定めによって評価することが著しく不適
当と認められる財産の価額は、国税庁長官の指示を受けて評価する。」 
(１１９) 平成 27 年 10 月 27 日第 25 回税制調査会において上西特別委員からタワーマンショ
ン節税を問題視する意見が出され、その 2 日後の 10 月 29 日に国税庁の記者発表にて適正
な課税の観点から財産評価基本通達 6 項の運用を行う事を明らかにしている。 
第 25 回税制調査会議事録、19 頁、
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2016/02/18/27zen
25kai.pdf 
日本経済新聞 2015 年 11 月 3 日『国税庁「タワマン節税」の監視強化 行きすぎには追徴





                                                                                                                                                     


























なされることが期待される」と現在の BEPS の議論が行われる約 20 年前から提言をされ
ている。 
(１２５) 国税庁・前掲注(113)、39 頁 移転価格税制に係る事前確認は平成 26 事務年度で 121
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